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高齢者（後期高齢者）の急増

2040年までの人口構造の変化

【人口構造の変化】

○ 我が国の人口動態を見ると、いわゆる団塊の世代が全員75歳以上となる2025年に向けて高齢者人口
が急速に増加した後、高齢者人口の増加は緩やかになる。一方で、既に減少に転じている生産年齢人
口は、2025年以降さらに減少が加速。

0～14歳

15～64歳

65歳～

（うち75歳～）

（単位：万人）

（出典）総務省「国勢調査」「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口平成29年推計」

（実績） （実績） （推計） （推計）
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＋53.7%
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（＋81.1%）

（＋33.6%）

（＋ 2.7%）

生産年齢人口の急減

団塊の世代が
全て65歳以上に

団塊ジュニアが
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て75歳以上に

平成30年10月５日経済財政諮問会議
厚生労働大臣提出資料（抄）を改変
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○ 75歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、急速に増加してきたが、2025年までの間も、急速に増加。

〇 2030年頃から75歳以上人口は急速には伸びなくなるが、一方、85歳以上人口はその後の10年程度は増加が
続く。

75～84歳

85歳～

（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成29年４月推計）出生中位（死亡中位）推計
実績は、総務省統計局「国勢調査」（国籍・年齢不詳人口を按分補正した人口）

（万人）

７５歳以上人口の推移
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823万人
<12.5%>

医療・福祉

～～

（万人）

5,650万人程度

1. 現役世代の人口が急減する中での社会の

活力維持向上

⇒ 高齢者をはじめとして多様な就労・社会参

加を促進し、社会全体の活力を維持してい

く基盤として、2040年までに３年以上健康

寿命を延伸することを目指す。

2. 労働力の制約が強まる中での医療・介護

サービスの確保

⇒ テクノロジーの活用等により、2040年時

点において必要とされるサービスが適切に

確保される水準の医療・介護サービスの生

産性※の向上を目指す。

《2040年までの人口構造の変化》

《新たな局面に対応した政策課題》

（資料） 就業者数について、2018年は内閣府「経済見通しと経済財政運営の基

本的態度」、2025年以降は、独立行政法人労働政策研究・研修機構「平成27年

労働力需給の推計」の性・年齢別の就業率と国立社会保障・人口問題研究所

「日本の将来推計人口 平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）を用いて機

械的に算出。医療・福祉の就業者数は、医療・介護サービスの年齢別の利用状

況（2025年）をもとに、人口構造の変化を加味して求めた将来の医療・介護

サービスの需要から厚生労働省において推計（暫定値）。

※ サービス産出に要するマンパワー投入量。

※ 医療分野：ICT、AI、ロボットの活用で業務代替が可能と考え
られるものが5%程度（「医師の勤務実態及び働き方の意向等に
関する調査」結果から抽出）

※ 介護分野：特別養護老人ホームでは、平均では入所者2人に対
し介護職員等が1人程度の配置となっているが、ICT等の活用に
より2.7人に対し1人程度の配置で運営を行っている施設あり。

6,350万人程度

6,580万人

901

《就業者数の推移》

（万人）

人口構造の推移を見ると、2025年以降、
「高齢者の急増」から「現役世代の急減」に局面が変化。

2025年以降の現役世代の人口の急減という
新たな局面における課題への対応が必要。

2,180

3,677 3,921

+2.7%

+142.0%

+66.8%
+6.6%

8,638

▲17.0% ▲16.6%

高齢者人口
の急増

高齢者人口
の増加が
緩やかに

生産年齢
人口の減少

が加速15歳～64歳

65歳～74歳

75歳以上

団塊の世代が
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て75歳以上に

団塊ジュニアが
全て65歳以上に

＜65歳以上人口＞

＜15歳～64歳人口＞

2,239

7,170

（万人）

5,978

6,000

930万人程度
<15%程度>
【暫定】

1,060万人程度
<19%程度>
【暫定】

（資料）総務省「国勢調査」「人口推計」（2015年まで）、国立社会保障・人口問題研究所「日本
の将来推計人口 平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）（2016年以降）

2,204

国民的な議論の下、

 これまで進めてきた給付と負担の見直し

等による社会保障の持続可能性の確保も

図りつつ、

 以下の新たな局面に対応した政策課題を

踏まえて、総合的に改革を推進。

25年間 15年間

25年間 15年間

2040年頃を展望した社会保障改革の新たな局面と課題 平成30年4月12日経済財政諮問会議
加藤臨時議員提出資料を改変
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介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向
～有効求人倍率と失業率の動向～

注）平成23年度の失業率は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査の実施が困難な状況となっており、当該3県を除く結果となっている。
【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」

（※１）全職業及び介護関係職種の有効求人倍率はパートタイムを含む常用の原数値。
月別の失業率は季節調整値。

（※２）常用とは、雇用契約において、雇用期間の定めがない、又は４か月以上の雇用期間が定められているものをいう。

有効求人倍率（介護関係職種）と失業率
【平成17年～平成30年／暦年別】（倍）

失業率（右目盛）

有効求人倍率
（介護関係職種）
（左目盛）

有効求人倍率（介護関係職種） （原数値）と失業率（季節調整値）
【平成26年3月～令和元年6月／月別】

有効求人倍率
（全職業）
（左目盛）

○ 介護関係職種の有効求人倍率は、依然として高い水準にあり、全職業より高い水準で推移している。

有効求人倍率
（介護関係職種）
（左目盛）

失業率（右目盛）

H27年H26年 H28年 H29年 H30年 H31年R1年
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75歳以上人口は、都市部では急速に増加し、もともと高齢者人口の多い地方でも緩やかに増加する。各地域の高齢化の状況
は異なるため、各地域の特性に応じた対応が必要。 ※都道府県名欄の（ ）内の数字は倍率の順位
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職業計 介護関係の職種

都道府県別有効求人倍率（令和元年6月）と地域別の高齢化の状況

介護平均 4.08倍

全体平均 1.37倍

(資料出所) 厚生労働省「職業安定業務統計」 ( 注) 介護関連職種は、ホームヘルパー、介護支援専門員、介護福祉士等のこと。

○ 介護分野の有効求人倍率は、地域ごとに大きな差異があり、地域によって高齢化の状況等も異なる。

埼玉県(1) 千葉県(2) 神奈川県(3) 愛知県(4) 大阪府(5) ～ 東京都(11) ～ 鹿児島県(45) 秋田県(46) 山形県(47) 全国

2015年
＜＞は割合

77.3万人
＜10.6%＞

70.7万人
＜11.4%＞

99.3万人
＜10.9%＞

80.8万人
＜10.8%＞

105.0万人
＜11.9%＞

146.9万人
＜10.9%＞

26.5万人
＜16.1%＞

18.9万人
＜18.4%＞

19.0万人
＜16.9%＞

1632.2万人
＜12.8%＞

2025年
＜＞は割合
（ ）は倍率

120.9万人
＜16.8％＞
（1.56倍）

107.2万人
＜17.5%＞
（1.52倍）

146.7万人
＜16.2%＞
（1.48倍）

116.9万人
＜15.7%＞
（1.45倍）

150.7万人
＜17.7%＞
（1.44倍）

194.6万人
＜14.1%＞
（1.33倍）

29.5万人
＜19.5%＞
（1.11倍）

20.9万人
＜23.6%＞
（1.11倍）

21.0万人
＜20.6%＞
（1.10倍）

2180.0万人
＜17.8%＞
（1.34倍）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30(2018)年3月推計)」より作成 6
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54.9
63.5

72.4
84.9

96.4

108.6 114.1
119.6 123.3

136.3
142.7

150.9
163.0

要介護（要支援）者

要介護（支援）認定者数
（単位：万人）

介護職員数の推移

職員数

【出典】 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（介護職員数）、「介護保険事業状況報告」（要介護（要支援）認定者数）

176.5

○ 本表における介護職員数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する職員数。

170.8
183.1 183.3

注１） 平成21年度以降は、調査方法の変更による回収率変動等の影響を受けていることから、厚生労働省（社会･援護局）にて推計したもの。
（平成20年まではほぼ100%の回収率 → (例)平成29年の回収率：訪問介護91.7%、通所介護86.6%､介護老人福祉施設92.5%）

・補正の考え方：入所系（短期入所生活介護を除く）・通所介護は①施設数に着目した割り戻し、それ以外は②利用者数に着目した割り戻しにより行った。
注２） 各年の「介護サービス施設・事業所調査」の数値の合計から算出しているため、年ごとに、調査対象サービスの範囲に相違がり、以下のサービスの介護職員については、含まれていない。

（特定施設入居者生活介護：平成12～15年、地域密着型介護老人福祉施設：平成18年、通所リハビリテーションの介護職員数は全ての年に含めていない）
注３） 介護職員数は、常勤、非常勤を含めた実人員数である。（各年度の10月1日現在）
注４） 平成27年度以降の介護職員数には、介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）に従事する介護職員数は含まれていない。（【参考・推計値】平成27年度：0.8万人、平成28年度：6.6

万人、平成29年度：8.3万人 ※総合事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数の推計。）

186.8
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２０１６年度
（平成２８年度）

第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について

２０２０年度
（平成３２年度）

２０２５年度
（平成３７年度）

○ 第７期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護人材の需要を見ると、２０

２０年度末には約２１６万人、２０２５年度末には約２４５万人が必要。

○ ２０１６年度の約１９０万人に加え、２０２０年度末までに約２６万人、２０２５年度末までに約５５万人、年間

６万人程度の介護人材を確保する必要がある。

※ 介護人材数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員数に、介護予防・日常生活支援総合事業の

うち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数を加えたもの。

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、④介護

職の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保対策に取り組む。

注１）需要見込み（約216万人・245万人）については、市町村により第７期介護保険事業計画に位置付けられたサービス見込み量（総合事業を含む）等に基づ

く都道府県による推計値を集計したもの。

注２）2016年度の約190万人は、「介護サービス施設・事業所調査」の介護職員数（回収率等による補正後）に、総合事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相

当するサービスに従事する介護職員数（推計値：約6.6万人）を加えたもの。

約
26
万
人

第７期計画期間（2018～2020） 第８期計画期間（2021～2023） 第９期計画期間（2024～2026）

約１９０万人

約２１６万人
（需要）

約２４５万人
（需要）

約
55
万
人

～～ ～～
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（3）生産性の向上（新技術への対応）

（5）外国人材の受入れ（新たな介護の担い手）
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～ターゲットごと、横串しの戦略的アプローチ～

（2）多様な人材の確保・育成（潜在的人材の掘り起し）
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・ 将来の中核人材たる中高生
・ 離職した介護人材の復職支援
・ 定年後の元気高齢者（アクティブシニア）

（4）メディアによる積極的情報発信（魅力の向上）



現状 目指すべき姿

就業していない女性 中高年齢者若者等

早期離職等

介護職への理解・イメージ向上が不十分

将来展望・キャリア
パスが見えづらい

介護人材確保の目指す姿 ～「まんじゅう型」から「富士山型」へ～

早期離職等

転換

専門性が不明確
役割が混在

就業していない女性 他業種 若者 障害者 中高年齢者

潜在介護福祉士

参入促進 １．すそ野を拡げる 人材のすそ野の拡大を進め、多様な人材の参入促進を図る

労働環境・
処遇の改善

２．道を作る 本人の能力や役割分担に応じたキャリアパスを構築する

３．長く歩み続ける いったん介護の仕事についた者の定着促進を図る

資質の向上
４．山を高くする 専門性の明確化・高度化で、継続的な質の向上を促す

５．標高を定める 限られた人材を有効活用するため、機能分化を進める

国・地域の基盤整備

専門性の高い人材

基礎的な知識を
有する人材

10



総合的な介護人材確保対策（主な取組）
これまでの主な対策

（実績）月額平均５．７万円の改善
月額平均１.4万円の改善（29年度～）
月額平均1.3万円の改善（27年度～）
月額平均0.6万円の改善（24年度～）
月額平均2.4万円の改善（21年度～）

○ 介護福祉士修学資金貸付、再就職準
備金貸付による支援

○ 中高年齢者等の介護未経験者に対す
る入門的研修の実施から、研修受講後の
マッチングまでを一体的に支援

○ 介護ロボット・ＩＣＴの活用推進
○ 介護施設・事業所内の保育施設の設
置・運営の支援

○ キャリアアップのための研修受講負担軽
減や代替職員の確保支援

◎ リーダー級の介護職員について他産業と遜
色ない賃金水準を目指し、経験・技能のある
介護職員に重点化しつつ、更なる処遇改善
を2019年10月より実施予定

○ 学生やその保護者、進路指導担当者
等への介護の仕事の理解促進

○ 介護を知るための体験型イベントの開催

◎ 入門的研修受講者等への更なるステップ
アップ支援（介護の周辺業務等の体験支援）

◎ 介護職機能分化・多職種チームケア等の
推進

◎ 介護ロボット・ＩＣＴ活用推進の加速化
◎ 生産性向上ガイドラインの策定・普及
◎ 認証評価制度ガイドラインの策定・普及

◎ 若者、子育て層、アクティブシニア層に対す
る介護職の魅力などの発信

介護職員の
処遇改善

多様な人材
の確保・育成

離職防止
定着促進

生産性向上

介護職
の魅力向上

今後、さらに講じる主な対策

外国人材の受
入れ環境整備

○ 介護福祉士を目指す留学生等の支援
（介護福祉士修学資金の貸付推進、日
常生活面での相談支援等）

◎ 「特定技能」等外国人介護人材の受入環
境整備（介護技能向上のための集合研修、
介護の日本語学習支援、介護業務等の相
談支援・巡回訪問の実施等） 11



月額 ＋ ９，０００円

月額 ＋１５，０００円

（実績）

（実績）施
設
・事
業
所
に
お
け
る

賃
上
げ
処
遇
改
善

月額 ＋ ６，０００円

（実績）

※ 実績は全て「介護従事者処遇状況等調査」によるが、それぞれ調査客体等は異なる。

介護職員の処遇改善についての取組

月額 ＋１３，０００円
（実績）

平成21年４月
平成21年度介護報酬改定 ＋３％改定

● 処遇改善を進めてきており実績を合計すると、月額５万７千円となる。
● 全産業平均の賃金と遜色ない賃金水準を目指し、本年10月より更なる処遇改善を実施予定

月額 ＋１４，０００円

（実績）

全産業平均の賃金と遜色ない水準を目指し、

本年10月より、総額2000億円（年）を活用し、更なる賃上げを実施

平成24年４月
平成24年度介護報酬改定

処遇改善交付金を介護報酬に単純に組み込む

平成21年度補正予算

処遇改善交付金を措置（１．５万円相当）

平成27年４月
平成27年度介護報酬改定

処遇改善加算の拡充（１．２万円相当）

平成29年４月
平成29年度介護報酬改定（臨時）

ニッポン一億総活躍プラン等に基づき、
処遇改善加算を拡充 （１万円相当）

12



【出典】厚生労働省「平成29年度介護従事者処遇状況等調査」
注１）「実務者研修」とは、実務者研修、介護職員基礎研修及びヘルパー１級をいう。
注２）「介護職員初任者研修」とは、介護職員初任者研修及びヘルパー２級をいう。
注３）平成２８年と平成２９年ともに在籍している者の平均給与額を比較している。
注４）平均給与額は、基本給（月額）＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）
注５）平均給与額は１０円未満を四捨五入している。
注６）勤続年数は平成２９年９月までに勤続した年数であり、同一法人の経営する施設・事業所における勤続年数は通算して計上している。
注７）処遇改善加算Ⅰ～Ⅴの取得事業所

平成２９年９月 平均勤続年数

全 体 293,450円 7.3年
介護福祉士の資格あり 307,100円 8.2年
常勤・正規職員 297,460円 7.3年
うち特養職員 325,760円 7.6年

介護職員の平均給与額の状況（介護職員処遇改善加算の取得事業所）

○ 介護職員のうち、介護福祉士の資格を有する人の給与は高くなっているとともに、常勤・正規職員の給与は高い傾向。

※ 全産業平均の賃金 36.6万円（平均勤続年数10.7万円
厚生労働省「平成２９年賃金構造基本統計調査」に基づき老健局老人保健課において作成）
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介護人材確保のための取組をより一層進めるため、経験・技能のある職員に重点化を図りながら、介護職員の更なる処遇改善を進める。
具体的には、他の介護職員などの処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認めることを前提に、介護サービス事業所にお
ける勤続年数10年以上の介護福祉士について月額平均８万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、公費1000億円程度を投じ、処遇改善を行う。

○ 新しい経済政策パッケージ（抜粋）

新しい経済政策パッケージに基づく介護職員の更なる処遇改善

事
業
所
内
で
の
配
分

そ
の
他
の
職
種

訪
問
介
護

訪
問
入
浴
介
護

通
所
リ
ハ

A％ B％ C％

加
算
率
の
設
定

（公費1000億程度）

2000億円

・・・

経
験
・技
能
の
あ
る

介
護
職
員

他
の
介
護
職
員

① ② ③

経
験
・技
能
の
あ
る

介
護
職
員

経
験
・技
能
の
あ
る

介
護
職
員

②
他の介護職員

① ①

全て選択可能

平
均
処
遇
改
善
額

平
均
処
遇
改
善
額

平
均
処
遇
改
善
額

経
験
・技
能
の
あ
る

介
護
職
員

①

・10年以上の介護福祉士
の数に応じて設定
・加算率は二段階に設定

事業所の裁量も認めつつ
一定のルールを設定

▶ 平均の処遇改善額 が、

・ ①経験・技能のある介護職員は、②その他の介護職員の２倍以上とすること
・ ③その他の職種（役職者を除く全産業平均水準（年収440万円）以上の者は対象外）は、②その他の
介護職員の２分の１を上回らないこと

※ ①は、勤続10年以上の介護福祉士を基本とし、介護福祉士の資格を有することを要件としつつ、
勤続10年の考え方は、事業所の裁量で設定

※ ①、②、③内での一人ひとりの処遇改善額は、柔軟に設定可能
※ 平均賃金額について、③が②と比べて低い場合は、柔軟な取扱いが可能

▶ ①経験・技能のある介護職員において「月額8万円」の改善又は「役職者を除く全産業平均
水準（年収440万円）」を設定・確保

→ リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃金水準を実現

②
他の介護職員

③
その他の職種
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介護福祉士養成施設の定員充足状況の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

入学定員数

離職者訓練を活用した入学者数

入学者数

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

養成施設数 405 419 434 422 396 383 377 378 378 379 380 382 375

定員【人】 26,855 26,095 25,407 22,761 20,842 19,858 19,157 18,861 18,485 18,398 17,730 17,425 16,831

入学者【人】 19,289 16,696 11,638 12,548 15,771 13,757 12,730 13,090 10,453 9,435 7,835 7,474 7,028
離職者訓練等を
活用した入学者 － － － 2,844 4,065 4,488 2,877 2,663 1,941 1,715 1,440 1,314 865

定員充足率
（％） 71.8 64.0 45.8 55.1 75.7 69.3 66.5 69.4 56.5 51.3 44.2 42.9 41.8

離職者訓練等を
活用した入学者
を除いた充足率

－ － － 42.6 56.2 46.7 51.4 55.3 46.0 42.0 36.1 35.4 36.6

（各年4月1日現在）
注：離職者訓練等を活用した入学者数のうち平成30年度は速報値。
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介護福祉士養成施設

中学校や高校への出前講座等の実施 留学生に対するPR・日本語学習等の充実

＜事業イメージ＞

 養成施設の学生が在校していた中学校や高校を
中心に、介護に関する教育機関として、介護の専
門性や意義などを伝達するための出前講座の実
施などの取組を推進

 取組にあたっては、介護施設・事業所と連携し、
介護の仕事内容ややりがいなどのＰＲも実施

 留学生を確保するための積極的なPR（現地教育機
関等からの情報収集や現地における留学予定者に対す
る合同説明会の開催）

 カリキュラム外の時間において、留学生への日本
語学習支援（介護現場で使用する専門用語）や
専門知識等を強化するための指導を実施

若年世代の介護分野への参入を促進

将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事業
【地域医療介護総合確保基金のメニュー】

国内人材の確保 留学生の国内定着

都道府県（地域医療介護総合確保基金）

取組を行う養成施設
に対する補助

教育の視点から人材確保につ
なげる取組の実施

○ 介護福祉士養成施設では、入学者数が毎年減少してきており、平成28年の定員充足率は44.2％（入学者数：
7,835人／定員：17,730人）となっている。

○ 当該施設は、介護分野で働くことを希望する若者を介護分野で中核的な役割を担う介護福祉士として養成し、介護
分野への参入を促す重要な役割を果たしている。

○ こうしたことを踏まえ、介護に関する教育機関である介護福祉士養成施設において、将来の介護現場を担う世代に
対する介護の専門性や意義を伝達する取組や、今後増加することが予想される留学生への日本語学習支援等による質
の高い人材の養成・確保に係る取組を推進する。

介護施設・事業所 連携した取組
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高校生・大学生等

インターンシップ

 事業所までの交通費
 インターンや職場体験で受け入れる学生に
かかる被服費（クリーニング代等）

 インターンや職場体験で受け入れる学生の
ための保険料 等

小中学生等
職場体験

都道府県（福祉部局）

事業実施団体

介
護
事
業
所

学
校

協
力
依
頼

インターシップ・職業体験の実施の働き
かけや事前指導に係る協力など

事前指導・事後指導

事前指導・事後指導

※事前指導：就業体験の目的確認、マナー指
導、体験内容に関する事前学習等

※事後指導：レポート作成、訪問先へのお礼
状作成、個人面談等

教育委員会

介護事業所でのインターンシップ・職場体験の導入促進（事業実施イメージ）

文部科学省

交付

厚生労働省

委託

協力依頼

連携

連携

連
携

費
用
助
成
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１ 団塊の世代が後期高齢者になる2025年までに、必要となる介護人材数は、約245万人。今後、毎年６万人程度の介
護人材を確保していく必要があり、介護人材確保対策は喫緊の課題です。(別紙1)

２ 国においては、介護職員の処遇改善等（給与の状況は別紙３，４）様々な介護人材確保対策に取り組んでいますが
（別紙2）、高齢者の生活を支える介護の仕事は大切な仕事であり、小・中・高の学生を中心とした若年世代等にその
理解促進を図ることが重要と考えています。

３ こうしたことから、厚生労働省では、地域医療介護総合確保基金の活用により、高校生や大学生等の介護事業所で
のインターンシップの実施に係る経費や、小中学生等の夏休み等を活用した職場体験の実施にかかる経費を助成し、
導入を促進しています。さらに、インターンシップや職場体験活動の実施に当たり、介護事業所と教育委員会等が連
携して、学校がインターンシップ・職場体験に対する事前・事後指導等の働きかけができるよう、各教育委員会等へ
の周知について、文部科学省に対し協力を依頼しました。(別紙5・6)

４ 平成30年度においては、介護業務の入門的な知識・技術を習得するための研修「入門的研修」を創設、各都道府県・
市町村で取り組んでいます。（別紙7～12）

介護に関する内容が充実した新学習指導要領の適用を迎える中、「入門的研修」を受講していただくことは、教員の
皆様が介護の仕事について理解を深めていただく絶好の機会となります。受講された教員の皆様からの声を是非ご覧く
ださい。（別紙11）

「入門的研修」の実施予定については、別紙12のほか、厚生労働省のHPに掲載しています。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_02977.html
※ 都道府県の福祉担当部局に対して、上記４の取り組みを実施する際、教育委員会との連携を図るよう平成30年7月12日に周知。

５ 介護福祉士養成施設で就学する際の返済免除付きの奨学金（介護福祉士修学資金貸付制度）を各都道府県で実施して
おり、こうした制度の活用についても進路指導の際に助言していただければと思います。（別紙13）

６ 本日、参加されている家庭科担当指導主事の皆様におかれましては、配布させていただく資料についてご理解いただ
き、各都道府県管内で実施する家庭科教員向け会議などで、これらについて周知いただくとともに、各都道府県の介
護人材確保対策担当（※別紙14の連絡先を参照してください。）に管内の介護分野の状況に関する説明の機会を設け
ていただくなど、特段の配慮をお願いいたします。

文部科学省の主催する「キャリア教育・進路指導担当指導主事連絡協議会」（令和元年５月28日）
及び「中学校・高等学校家庭科担当指導主事連絡協議会」（同年６月25日・７月８日）において、
以下の資料を配付し、厚生労働省が行う介護人材確保に関する取組について、改めて周知を図った。

19

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_02977.html


入門的研修の概要

 介護に関する基礎講座として、介護に関する基
礎知識（1.5時間）と介護の基本（１.5時間）の
みを実施

実施例①：１日で実施する場合

実施例②：３日程度で実施する場合

実施例③：６日程度で実施する場合

日数 項目 時間

１日目
・介護に関する基礎知識
・介護の基本
・認知症の理解

1.5時間
1.5時間

4時間

２日目 ・基本的な介護の方法 7時間

３日目
・基本的な介護の方法
・障害の理解
・介護における安全確保

3時間
2時間
2時間

合計 21時間

日数 項目 時間

１日目
・介護に関する基礎知識
・介護の基本

1.5時間
1.5時間

２日目 ・基本的な介護の方法 3時間

３日目 ・基本的な介護の方法 3時間

４日目 ・基本的な介護の方法 4時間

５日目 ・認知症の理解 4時間

６日目
・障害の理解
・介護における安全確保

2時間
2時間

合計 21時間

 １日３～４時間で研修を実施

 １日７時間で研修を実施

介護に関心を持つ介護未経験者に対して、
介護の業務に携わる上での不安を払拭する
ため、基本的な知識を研修することにより、
介護分野への参入を促進する。

入門的研修の実施主体は、都道府県及び市
区町村。（民間団体への委託も可）
実施主体は、研修修了者に対して、修了証

明書を発行する。

目 的 実施主体
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教員を対象とした介護に関する入門的研修受講者の声
Q：本日の研修会の感想を教えてください。
・ 現場の方の声を聞くことができる貴重な機会
だった。

・ 自分が知りたかった基本的な知識を知ること
ができた。

・ 入門編なのでさらに詳しく知りたいと思っ
た。

・ 何故教員がこのような研修を受ける必要が出
てきたのか触れて欲しい。

・ 強い思いをうかがえ、授業（家庭科）内で
エッセンスと活用したい。

※自治体が実施した教員を対象とした入門的研修受講者アンケート結果（平成３０年度）に基づき、厚生労働省福祉人材確保対策室において作成。

Q：本研修を受講し、今後どのように活用してい
きたいか教えてください。

・ 授業（家庭科）での活用。
・ 生徒へのキャリア教育、指導のベースとして
活用したい。

・ 職場体験等に活用したい。

Q：本研修を受講し、介護に関するイメージに変化
はありましたか。

・ （介護は）大変なイメージが強かったが、やり
がいのある仕事だということを強く感じた。

・ 研修や資格などのしくみで専門性の向上などが
図られていることが分かった。

・ 利用者の望みを叶えることを手伝うという考え
方に非常に共感を覚えた。

・ まだ歴史が浅いのでこれからではあるが、確実
に前進していると感じた。

・ 一人の人を尊敬して関わっていくことの大切さ
などが分かった。

・ 介護の具体的な仕事内容を聞けて、マイナスイ
メージが少し払拭した。

・ （介護職員は）ボランティアではないので、有
能な方々が続けられる環境が整えば良いと思った。

Q：本事業について、ご意見、ご要望がございましたらお聞かせください。
・ 入門的研修の上も受講してみたい。
・ こういう研修を増やしてほしい。
・ 今回のような内容をぜひ子どもたちに聞かせたいと思った。
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介護福祉士の「修学資金」とは

養成施設を卒業した日から１年以内に介護福祉士の登録をおこない、 貸付を受けた県内で、５年間、介護の業務
に従事した場合等に、貸付金の返還が免除されます。

ご利用条件について

介護福祉士養成施設に在学している方で、（１）～（３）のいずれかに該当する方が「介護福祉士修学資金」の対象です。
（１）貸付を受けようとする都道府県に住民登録をしていて、養成施設卒業後、その都道府県内において介護の仕事に就

く予定の方

（２）貸付を受けようとする都道府県内の養成施設の学生であって、卒業後、その都道府県内において介護の仕事に就く
予定の方

（３）養成施設での修学のために転居をした方で、転居する前年度の住民登録を貸付を受けようとする都道府県にしてい
て、かつ、卒業後は転居前の都道府県内（貸付を受けようとする都道府県内）において介護の仕事に就く予定の方

介護福祉士養成施設（養成校を含む。）に在学している方は、卒業後に介護福祉士国家試験に合格することで介護福

祉士の資格を取得することができます。
（※）平成29～33年度の卒業者は、試験に合格しなくても卒業年度の翌年度から5年間に限って介護福祉士の資格を有することができます。その5年間の間に試験

に合格すれば5年後以降も資格を有することができます。

現在施設に在学中又はこれから在学しようと考え、介護福祉士の資格の取得を目指す皆さまをサポートするため、下

記のような「介護福祉士修学資金貸付制度」があります。

返還の免除について

▶ 授業料、教材費、交通費、介護福祉士試験受験手数料等の費用

について、在学期間中月５万円をお貸しします。この他、入学準備金20万円、就職準備金20万円、国家試験受験対策費用年4万円、生活費加算

の加算があります。

介護福祉士を目指す方へ

のご案内

介護福祉士の資格取得後、５年間介護の業務に従事することで、貸付金の返還が全額免除されます。
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離職率・採用率の状況

注) 離職（採用）率＝１年間の離職（入職）者数÷労働者数
【出典】産業計の離職（採用）率：厚生労働省「平成29年雇用動向調査」、介護職員の離職（入職）率：（財)介護労働安定センター「平成29度介護労働実態調査」

○ 介護職員の離職率は低下傾向にあるが、産業計と比べて、やや高い水準となっている。
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○ 都道府県福祉人材センターによる介護人材の復職支援を強化するため、離職者情報の把握や効果的な
復職支援を行うための届出システムを構築。

○ 復職に関する情報提供など「求職者」になる前の段階から総合的な支援、就職あっせんと復職研修な
ど、ニーズに応じたきめ細かな対応を実施。

○ 地方公共団体やハローワーク等との連携強化による復職支援体制を強化。

※介護福祉士、介護職員初任者研修や介護
実務者研修などの修了者

ハローワークや自治
体等と密接に連携

離職中の介護人材

○ 届出情報に基づき、離職後も一定のつながりを確保し、
本人の意向やライフサイクル等を踏まえて、積極的にアプ
ローチ。

○ 個別にマイページを作成し、パソコンやスマートフォンに
て支援情報を確認可能。

インターネットによる届出

社会福祉事業等に
勤務する介護人材

福祉人材センター

届出
データベース

離職時の届出【支援の例】
・社会福祉事業等の求人情報の提供
・研修の開催案内
・復職体験談等の参考となる情報提供
・福祉に関するイベント案内
・その他、福祉に関する情報提供

離
職

復
職

ニーズに応じた復職支援
 子育て・介護中
 求職中
 資格取得後、直ちに就業しない 等

連携
支援体
制強化

より身近な地域での
支援体制を強化

福祉人材センターによる介護人材の復職支援の強化

離職者情報の把握・効果的な復職支援により、
復職までの循環型支援を実施

H29.4.1施行
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離職した介護福祉士等の届出状況

都道府県 届出者数 都道府県 届出者数 都道府県 届出者数

１ 北海道 ３３１人 １７ 石川県 ５，０４５人 ３３ 岡山県 １９４人

２ 青森県 ７５人 １８ 福井県 ４５人 ３４ 広島県 １６６人

３ 岩手県 １７４人 １９ 山梨県 １９８人 ３５ 山口県 ６９９人

４ 宮城県 ２０５人 ２０ 長野県 ３６６人 ３６ 徳島県 ３８人

５ 秋田県 １１４人 ２１ 岐阜県 ７１５人 ３７ 香川県 ３４人

６ 山形県 ２９０人 ２２ 静岡県 ２０７人 ３８ 愛媛県 １００人

７ 福島県 １５１人 ２３ 愛知県 ６１５人 ３９ 高知県 １０８人

８ 茨城県 １６８人 ２４ 三重県 ８３人 ４０ 福岡県 ３６４人

９ 栃木県 ２４７人 ２５ 滋賀県 ４５０人 ４１ 佐賀県 ４６人

１０ 群馬県 １３５人 ２６ 京都府 ２１８人 ４２ 長崎県 １３０人

１１ 埼玉県 ７３９人 ２７ 大阪府 ９６７人 ４３ 熊本県 １０８人

１２ 千葉県 ３０８人 ２８ 兵庫県 ２５５人 ４４ 大分県 １４１人

１３ 東京都 ５４３人 ２９ 奈良県 １５２人 ４５ 宮崎県 ２９５人

１４ 神奈川県 ７６１人 ３０ 和歌山県 １４３人 ４６ 鹿児島県 ５７６人

１５ 新潟県 ７３人 ３１ 鳥取県 ７０人 ４７ 沖縄県 ９５人

１６ 富山県 １２４人 ３２ 島根県 ３４０人 全国計 １７，４０１人

※令和元年７月末時点 26



介護職としての知識や経験を有する即戦力として期待される介護人材の呼び戻しを促進するため、離職した介護人

材に対する再就職準備金の貸付を行う。（介護福祉士修学資金等貸付制度）

【 概 要 】

【実施主体】 都道府県又は 都道府県が適当と認める団体

【補助率】 定額補助（国９／１０相当）

離職した介護職員

（１年以上の経験を有する者）

（途中で他産業に転職、
自己都合退職等）

【福祉・介護の仕事（介護職員）】

借り受けた再就職準備金
の返済を全額免除。

【他産業の仕事
又は未就労】

借り受けた再就職準備
金を実施主体に返済。

２年間、介護職員として継続し
て従事

○再就職準備金（１回を限度） （貸付額（上限）20万円、一部地域は40万円※）

・ 子どもの預け先を探す際の活動費

・ 介護に係る軽微な情報収集や学び直し代（講習会、書籍等）

・ 被服費等（ヘルパーの道具を入れる鞄、靴など）

・ 転居を伴う場合の費用（敷金礼金、転居費など）

・ 通勤用の自転車・バイクの購入費など （※一部例示）

計画

貸付

※一部地域
・ 介護職種の有効求人倍率が一定以上の地域であって、「介護離職ゼロ」の実現に向けた介護の受け皿の拡大に伴い必要な人材の確保が困難な地域
・ 東日本大震災等の影響により、必要な人材の確保が困難となっている被災地域

人材確保
の加速化

離職した介護人材の再就職準備金貸付事業の概要
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報告書の作成

○ 生産年齢人口の減少が本格化していく中、限られた人材で、多様化、複雑化する介護ニーズに対応するためには、介護職員
のキャリア・専門性に応じた機能分化や多様な人材によるチームケアの実践等が必要。

○ 介護人材の参入環境の整備、定着促進等を図るため、介護助手等多様な人材の参入を促し、機能分化による介護の提供体制
や、地域の事業者間・多職種連携による介護業務効率化等について、先駆的に実施される取組を支援し、その成果の全国展開
を図る。

【実施主体】 都道府県、指定都市、中核市、都道府県等が認めた団体

【事業イメージ】

【令和元年度予算額】 目）生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 591,420千円

【補助率】 定額補助

介護職機能分化等推進事業（令和元年度新規事業）

都道府県等

介護事業所

事業所の選定 事業の報告

国

国への報告

施設系サービス

居住系サービス

通所系サービス 等

連
携

● 介護職員のキャリア、専門性に
応じた機能分化による多様な人材
によるチームケアの実践

・介護福祉士等専門性の高い人材が
能力を最大限発揮する仕組の構築

・利用者の満足度の維持・向上
・多職種連携
・その他必要な環境整備

● 地域の特性を踏まえ介護助手等
多様な人材を呼び込み、OJT研修等
により育成する取組

● 一連の実践を踏まえた効果の検証、
更なる改善点の検討

補助

・事業の企画
・報告を踏まえ

た分析 ○ 取組を実施する自治体ごとに
以下の項目を整理。
 地域の特性等、事業実施の背景
 取組の内容、ねらい
 効果測定、検証
 都道府県等による所見 等

国において、事業による成
果を評価・整理し、全国に
わかりやすく周知
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介護職が本来の介護業務に専念！

元気高齢者『介護助手』モデル事業（三重県）

事業のねらい（３本の柱）

職場環境の改善

2019．2.14第2回介護

現場革新会議での全
老健提出資料より
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【Ａクラス】
一定程度の専門的知識・技術・経験を要する比較的高度な業務

（認知症の方見守り、話し相手、趣味活動のお手伝い等）

※下線部は、「介護助手」業務の最終到達目標とした点

【Ｂクラス】
短期間の研修で習得可能な専門的知識・技術が必要となる業務

（ＡＤＬに応じたベッドメイキング、配膳時の注意、水分補給等）

【Ｃクラス】
マニュアル化・パターン化が容易で、専門的知識・技術がほとんど
ない方でも行える業務 （居室の清掃、片付け、備品の準備等）

資格・年齢・体力・興味等によって振り分けている

介護助手の分類 （業務の切り分け）
2019．2.14第2回介護

現場革新会議での全
老健提出資料より
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場面 Ｂクラスの周辺作業（例）

起床
①衣類の準備 （本人と一緒に衣類を選ぶ等）
②水分補給 （個別の対象者リストを用いて）
③義歯の洗浄 等

食事

①配茶 （トロミ茶、茶ゼリー含む）
②エプロン着用
③配膳・下膳 （対象者リスト、食べ残し分の確認）
④トロミ茶・お茶ゼリー作り （対象者リスト） 等

入浴
①入浴衣類の準備 （対象者リストを用いて）
②入浴後の衣類返し （対象者リストを用いて）

2019．2.14第2回介護

現場革新会議での全
老健提出資料より
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「介護助手」 働いた感想（アンケートのポイント）

① 入浴準備など手伝いながら、いろいろな利用者さんとお話しできること

がとても楽しい。

② シーツ交換ばかりで腰や手首が痛くて辞めたくなった。（固定化・マンネリ化）

③ 介護職員さんと一緒に働けることがとても良い。若い職員さんから、「いつも

助かります。」と感謝の言葉で、私も役に立っていると感じられる。

Ｂクラスの事例・・・・入浴準備、シーツ交換、食器洗浄

2019．2.14第2回介護

現場革新会議での全
老健提出資料より
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場面 Ｃクラスの周辺作業（例）

起床
①ポータブルトイレ・尿器等の洗浄、片付け
②フロア換気などの環境整備 等

食事

①エプロンかけ、自助具の用意、おしぼり配り
②テーブルの名札、足置きの回収
③配膳台車の返却 ④テーブル拭き・食後床清掃
⑤エプロンの洗濯 ⑥自助具洗い・消毒 等

入浴

①風呂に湯を張る ②風呂場の清掃
③物品補充（シャンプー、石鹸、衛生用品等）
④浴室準備（タオル類、衣服）
⑤タオル類の洗濯・乾燥・片付け 等

その他
①居室の清掃・ゴミ回収 ②手摺拭き ③汚物回収
④加湿器の水補給 ⑤ポータブルトイレ清掃・消毒
⑥トイレ清掃・トイレットペーパー補充 ⑦各種物品補充 等

2019．2.14第2回介護

現場革新会議での全
老健提出資料より
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①７５歳になってまだ自分が働けるとは思ってもいなかった。人生に張り合いが

できた。自分から何かしてやうと思うと楽しみ。

②７０歳といえども。「まだまだやれる」と自信がついた。少しずつ体も

鍛え、これからの社会を支えたいと思うようになった。

③７８歳、社会に出て再び「働ける」ということの充実感を感じる。

いつのまにか体調も良くなり、ここに働きにくるとで元気をもらえる。

「介護助手」の働いた感想（アンケートのポイント）

Ｃクラスの事例・・・・食器の下膳、ベッドメイキング、車いすの整備

2019．2.14第2回介護

現場革新会議での全
老健提出資料より
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＜研修内容＞
・初任者研修、実務者研修
等

＜研修の周知＞
・事業者団体等と連携
・入門的研修修了者へ案内

①介護入門者ステップアップ育成支援事業
○ 介護人材に求められる機能の明確化やキャリアパスの実現のため、介護職がキャリアに応じて利用者に対するケアや

業務に専念できるよう、介護職の役割を明確にし、利用者に直接関わらない業務を多様な人材が担っていけるような
取組の推進が求められている。（「介護人材に求められる機能の明確化とキャリアパスの実現に向けて」平成29年10月４日社会保障審議会

福祉部会福祉人材専門委員会報告書）

○ 平成30年度より、介護に関心を示すアクティブシニア等に対して入門的研修等を創設しており、同研修の受講者等
に対して、試行的に介護の周辺業務等を体験（概ね３か月）してもらうことにより、①アクティブシニア等多様な人
材の参入促進、②介護職の機能分化・段階的なキャリアパスの実現、③多様な働き方の実現を推進する。

②現任職員キャリアアップ支援事業
○ 代替要員の確保が困難なため、外部研修等への参加が困難な場合が多いことを踏まえ、出前研修を実施することによ

り、資質の向上の支援を図る。

都道府県

研修実施機関
※事業所、養成施設等

＜ 事業イメージ ＞

職能団体・事業者団体等（経営協、老施
協、全老健、介護福祉士会など）

委託

職場体験
インターンシップ

入門研修

＜参入促進＞

連携

介護事業者

キャリアアップの
ための研修の実施

事業所近隣で研修の実施

参入

連携

介護業務の切り分け例

認知症の方への見守り、話
相手、趣味活動の手伝い

ADLに応じたベッドメイク、
食事の配膳、入浴の準備

掃除、片付け、備品の準備

難
易
度

ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ

３か月試行的雇用（例）

講師の派遣

講師の派遣

介護事業者

委託

参加

代替要員が確保できず、
外部研修に職員を出せ
ない。

アドバイザーの派遣

①介護入門者
ステップアップ支援事業

②現任職員
キャリアアップ支援事業

アクティブシニア等

雇用（フルタイム、パート）

働きかけ

研修実施経費のほ
か、事前説明会実
施経費等を助成

・業務の切り分け
・アクティブシニア等
向け指導
・介護福祉士の役割等

介護入門者ステップアップ支援事業・現任職員キャリアアップ支援事業
（地域医療総合確保基金の令和元年度新規メニュー）
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介護現場革新会議 基本方針【概要】

人手不足の時代に対応した
マネジメントモデルの構築

利用者のケア 周辺業務

ベットメイキング、食事の配膳、
清掃等

元気高齢者
の活躍

介護専門職が
担うべき業務に重点化

ロボット・センサー、
ICTの活用

介護サービス利用者と介護現場のための「介護現場革新 基本方針」

業務課題

機器をマッチング

施設における課題を洗い出した後、

その解決のために③ロボット・セン

サー、ICTを用いることで、介護職員の

身体的・精神的負担を軽減し、介護の

質を維持しながら、効率的な業務運営

を実現する。

（特にケア記録・見守りセンサー等）

介護業界のイメージ改善と
人材確保・定着促進

守
り

介護人材の定着支援

■結婚や出産、子育てをしながら
働ける環境整備

■定年退職まで働ける賃金体系、
キャリアラダーの確立

■成功体験の共有、発表の実施

攻
め

新規介護人材の確保

■ 中学生、高校生等の進路選択に際し
て、介護職の魅力を正しく認識し
就業してもらえるよう、進路指導の
教員等への働きかけを強化

■定年退職警察官や退職自衛官の介護
現場への就業促進

厚生労働省と関係団体が一体となって以下の内容に取り組む。2019年度については、都道府県（又は政令市）と関係団体が協力して、
全国数カ所でパイロット事業を実施（特に赤字太字部分）。

■介護専門職が利用者のケアに特化できる

環境を整備する観点から、①介護現場に

おける業務を洗い出した上で、業務の

切り分けと役割分担等により、業務整理。

■ ②周辺業務を地域の元気高齢者等に担って

もらうことにより、介護職員の専門性と

介護の質向上につなげる。

業
務
の
洗
い
出
し

これらの前提として、以下の考え方が基盤となる。

■介護は、介護者と利用者の関係を基本として、人と人の間で行われるものであり、介護人材の充実が欠かせない。
■介護施設においてはチームケアが必須となっていることから、良好な人間関係の構築は極めて重要である。

管理職や新人職員に対してはメンター職員が普段から話を聞く等の意思疎通と、丁寧な心のケアが求められる。

公益社団法人全国老人福祉施設協議会 会長 石川 憲 公益社団法人全国老人福祉施設協議会 副会長 木村 哲之

公益社団法人全国老人保健施設協会 会長 東 憲太郎 公益社団法人全国老人保健施設協会 副会長 本間 達也

公益社団法人日本医師会 会長 横倉 義武 公益社団法人日本医師会 常任理事 江澤 和彦

公益社団法人日本認知症グループホーム協会 会長 河﨑 茂子 公益社団法人日本認知症グループホーム協会 副会長 佐々木 薫

一般社団法人日本慢性期医療協会 会長 武久 洋三 一般社団法人日本慢性期医療協会 副会長 池端 幸彦

「介護現場革新会議」委員
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より良い職場・サービスのために今日からできること（業務改善の手引き）
（介護サービス事業（施設サービス分）における生産性向上に資するガイドライン）
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厚生労働省

民間事業者＜介護の魅力発信PT＞
※介護業界以外のメンバー（街作り関係等）も参画

公募で選定

退職前の
中高年齢者

学生、教員

参加の
呼びかけ 福祉・介護の体験型イベントの実施

（ターゲットにあわせて講座を実施）
※全国8箇所程度を想定

＜ 事業イメージ ＞

学生・若者
向けの講座

職能団体・事業者団体等
（経営協、老施協、全老健、
介護福祉士会、全社協など）

連携

参加

職場体験 入門研修

＜都道府県での取組＞

連携

介護福祉士養成施設協会
教育関係団体

シルバー人材センター
内閣人事局（公務員）
経済界（大企業） 等

誘導

国が実施する体験型イベント
で関心を持った方を、職場体
験や入門研修につなげる

介護事業主

情報発信

参
入

子育てを終えた層

情報発信

情報発信

情報発信

参加

参加

介護の仕事の魅力情報発信
（ターゲット別に個別のアプローチ）

事業主に対する意識改革
※介護事業所の認証評価制度の普及など

情報発信のプラットフォームの運営
 職場体験や入門的研修の情報
 国・都道府県の施策情報（修学資金や再就職準備金）
等

※若年層、子育て層、シニア層等

○ 平成30年度に実施した介護の仕事の魅力発信のための福祉・介護の体験型イベントの実施に加えて、①若年層、②子育てを
終えた層、③アクティブシニア層に対して、それぞれ個別のアプローチにより、介護のイメージ転換を図る。

（ターゲット別アプローチの例）
・若年層：新卒者向け就職フェアなどで、介護の専門性や魅力、働き方の多様性「残業が少ない」等
・子育てを終えた層：介護の専門性や魅力、働き方の柔軟性「親の介護に役立つ」等
・アクティブシニア層：経済界等と連携し、退職前の中高年に対して、介護の専門性や魅力、社会的重要性「介護される側から
する側へ」等

○ 併せて、事業主に対しても、例えばワークライフバランスの重要性をはじめ、介護事業所の認証評価制度の普及など、介護業
界内の意識改革を図る。

「介護のしごと魅力発信等事業」の推進

【令和元年度予算額】684,274千円
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介護の仕事魅力発信等事業（１）福祉・介護の体験型・参加型イベント実施事業
採択事業者：株式会社サンケイビルテクノ
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介護の仕事魅力発信等事業（２）福祉・介護に対する世代横断的理解促進事業
採択事業者：株式会社朝日新聞社
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介護の仕事魅力発信等事業（３）ターゲット別魅力発信事業（若年層向け）
採択事業者：一般社団法人FACE to FUKUSHI
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介護の仕事魅力発信等事業（４）ターゲット別魅力発信事業（子育てを終えた層向け）
採択事業者：株式会社産経新聞社
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介護の仕事魅力発信等事業（５）ターゲット別魅力発信事業（アクティブシニア層向け）
採択事業者：PwCコンサルティング合同会社
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介護の仕事魅力発信等事業（６）ターゲット別魅力発信事業（介護事業者向け）
採択事業者：PwCコンサルティング合同会社
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人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価制度について
（平成31年４月１日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知）

○ 「人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価制度」は、職員の人材育成や就労環境等の
改善につながる介護事業者の取組について、都道府県が基準に基づく評価を行い、一定の水
準を満たした事業者に対して認証を付与する制度。（※介護事業者による参加表明、宣言による仕組みを

導入する例もある。）

○ 本制度は、地域医療介護総合確保基金における介護従事者の確保に関する事業に位置づけ
られており、認証評価制度の運営に要する経費を支援。

概 要

評価項目、認証基準の例

評価項目例（一部抜粋） 認証基準例（一部抜粋）

労働環境・処
遇の改善

・明確な給与体系の導入
・休暇取得、育児介護との両立支援
・業務省力化への取組

・給与支給基準、昇級基準等の策定、周知
・有給計画的付与、産休育休中の代替職員確保、ハラスメント対策
・ICT活用、介護ロボットやリフト等による腰痛対策

新規採用者の
育成体制

・新規採用者育成計画の策定、研修の実施
・OJT指導者、エルダー等へ研修実施

・新規採用者への育成手法、内容、目標が明確な計画策定
・OJT指導者等の設置、職員への公表、研修の実施

キャリアパス
と人材育成

・キャリアパス制度の導入
・資格取得に対する支援

・キャリアパスの策定、非正規から正規職員への登用ルール
・職員の能力評価、小規模事業者の共同採用・共同研修の実施
・介護福祉士等資格取得のため、シフト調整、休暇付与、費用援助

その他 ・事業所の運営方針の公表、周知
・多様な人材の職場環境の構築
・サービスの質の向上に向けた取組

・事業所の理念や基本方針などサービス提供への考え方の公表
・障害を有する者や、外国人材等の働きやすい職場環境構築
・事故・トラブル対応のマニュアル化、第三者評価の受審

○ 介護事業者の人材育成や人材確保に向けた取組の「見える化」を図ることにより、
① 働きやすい環境の整備を進め、業界全体のレベルアップとボトムアップを推進
② 介護職を志す方の参入や、介護職員の離職防止、定着を促進

○ これにより、介護業界のイメージアップに繋がることを期待。

期待される効果
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「小規模法人のネットワーク化による協働推進事業」の拡充

○ 小規模法人においては、地域貢献のための取組を実施する意欲があっても、職員体制の脆弱性などから、単独でこうした取
組を実施することが困難な状況がある。

○ 特に社会福祉法人においては、法人の規模にかかわらず、「地域における公益的な取組」の実施が責務化されている。
○ このため、こうした課題に対応し、小規模法人であっても地域貢献のための取組を円滑に推進できるような環境整備を図る
観点から、複数の小規模法人等が参画するネットワークを構築し、ネットワーク参画法人のそれぞれの強みを活かした地域貢
献のための協働事業を試行する。

○ また、協働事業の円滑な実施に向け、ネットワーク参画法人の職員に過度な負担が生じることのないよう、合同面接会や合
同研修、人事交流の実施など、福祉・介護人材の確保・定着に向けた取組も併せて推進する。

○ なお、令和元年度予算においては、本事業の一層の推進を図りつつ、小規模法人等における経営効率化、人材の確保・定着
を促進する観点から、実施主体の拡大や取組内容の充実等事業内容の拡充を図る。

【要旨】

【事業内容】

【都道府県・政令市・中核市】
【ホームヘルプ】

【保育所】【ショートステイ】

【デイサービス】

法人間連携PF

＋
【一般市】

※ １都道府県１カ所程度

新

○ 事務処理部門を共同化・別法人化する場合
等の立ち上げ費用の助成（初年度限り）

新

① 各法人の強みを活かした地域貢献のための
協働事業の試行

eｘ）Ａ法人の高齢者デイサービスで、子どもの
一時預かりを併せて行い、Ａ、Ｂ法人のス
タッフが協働して、必要なケアを行うなど

等

② 福祉・介護人材の確保・定着に向けた連携の
推進

協働事業の円滑な実施な向けた環境整備

（人事交流の推進）

（合同研修会の開催）

（合同面接会の開催）

（共通的な人事考課制度・
賃金テーブルの検討）

新

実施主体

【別法人等による共同事務の実施】

〔 令和元年度予算額：1,228,180千円（627,900千円）（（目）生活困窮者就労準備支援事業費等補助金） 〕
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目 次
Ⅰ ２０１５年と２０４０年の人口構造と人手不足の状況

（1）介護職員の処遇改善（他産業と遜色ない水準へ）

（3）生産性の向上（新技術への対応）

（5）外国人材の受入れ（新たな介護の担い手）

Ⅱ 福祉人材確保に向けた取組み

～ターゲットごと、横串しの戦略的アプローチ～

（2）多様な人材の確保・育成（潜在的人材の掘り起し）

63

・ 将来の中核人材たる中高生
・ 離職した介護人材の復職支援
・ 定年後の元気高齢者（アクティブシニア）

（4）メディアによる積極的情報発信（魅力の向上）



64



【
特
定
活
動
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
】

※【 】内は在留資格

技能水準・日本語能力水準
を試験等で確認し入国

受入れ
の流れ

・家族（配偶者・子）の帯同が可能
・在留期間更新の回数制限なし

（注１）

介護福祉士候補者として入国

〈就労コース〉〈就学コース〉

（フィリピン、ベトナム）

介護福祉士として業務従事

介護福祉士
養成施設
（２年以上）

外国人留学生
として入国

介護福祉士資格取得（登録）

〈養成施設ルート〉

技能実習生等
として入国

〈実務経験ルート〉

介護福祉士として業務従事

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

（注１）

※法務省令を改正予定

帰国

実習実施者（介護施設等）の
下で実習（最大５年間）

※実習の各段階で技能評価試験
を受検

受検（入国１年後）
【
技
能
実
習
】

本国での技能等の活用

帰国

介護福祉士国家試験

【
介
護
】

介護施設等で就労
（通算５年間）

【
特
定
技
能
１
号
】

【
留
学
】

制度
趣旨

EPA（経済連携協定）
（インドネシア・フィリピン

・ベトナム）

在留資格「介護」
（H29．９／１～）

本国への技能移転
専門的・技術的分野の

外国人の受入れ
二国間の経済連携の強化

技能実習
（H29．11／１～）

人手不足対応のための一定の専
門性・技能を有する外国人の受

入れ

特定技能１号
（Ｈ31．４／１～）

外国人介護人材受入れの仕組み

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

介護福祉士国家試験

介護福祉士
養成施設
（２年以上）

（注1）平成29年度より、養成施設卒業者も国家試験合格が必要となった。ただし、令和３年度までの卒業者には卒業後5年間の経過措置が設けられている。

（注2）「新しい経済対策パッケージ」（平成29年12月8日閣議決定）において、「介護分野における技能実習や留学中の資格外活動による３年以上の実務経験に加え、実務者研修を受講

し、介護福祉士の国家試験に合格した外国人に在留資格を認めること」とされており、現在、法務省において法務省令の改正に向けて準備中。

（注３）４年間にわたりＥＰＡ介護福祉士候補者として就労・研修に適切に従事したと認められる者については、 「特定技能１号」への移行に当たり、技能試験及び日本語試験等を免除。

介護福祉士資格取得（登録）

（注２）

受検（入国５年後）

受検（入国３年後）

（３年以上）（注３）
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特定技能１号のポイント

○ 在留期間：１年，６か月又は４か月ごとの更新，通
算で上限５年まで

○ 技能水準：試験等で確認（技能実習２号を修了した
外国人は試験等免除）

○ 日本語能力水準：生活や業務に必要な日本語能力を
試験等で確認（技能実習２号を修了した外国人は試験
等免除）

○ 家族の帯同：基本的に認めない
○ 受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象

特定技能２号のポイント

○ 在留期間：３年，１年又は６か月ごとの更新
○ 技能水準：試験等で確認
○ 日本語能力水準： 試験等での確認は不要
○ 家族の帯同：要件を満たせば可能（配偶者，子）
○ 受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象外

○ 特定技能１号：特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する外国人向
けの在留資格

○ 特定技能２号：特定産業分野に属する熟練した技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格

特定産業分野：介護，ビルクリーニング，素形材産業，産業機械製造業，電気・電子情報関連産業，
（１４分野） 建設，造船・舶用工業，自動車整備，航空，宿泊，農業，漁業，飲食料品製造業，外食業

（特定技能２号は下線部の２分野のみ受入れ可）

制度概要 ①在留資格について

【就労が認められる在留資格の技能水準】

Immigration Services Agency of Japan

出入国在留管理庁
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技能試験

「介護技能評価試験」

○ 試験言語：現地語

○ 実施主体：プロメトリック株式会社

○ 実施方法：コンピューター・ベースド・テスティング（ＣＢＴ）方式

○ 実施回数：国外：年おおむね６回程度 国内：本年秋以降

○ 開始時期：平成31年４月

日本語試験

「国際交流基金日本語基礎テスト」（※）

○ 実施主体：独立行政法人国際交流基金

○ 実施方法：コンピューター・ベースド・テスティング（ＣＢＴ）方式

○ 実施回数：年おおむね６回程度、国外実施を予定

○ 開始時期：平成31年４月

「介護日本語評価試験」

○ 実施主体：プロメトリック株式会社

○ 実施方法：コンピューター・ベースド・テスティング（ＣＢＴ）方式

○ 実施回数：国外：年おおむね６回程度 国内：本年秋以降

○ 開始時期：平成31 年４月

（※）又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」

《フィリピン》

○ ４月から毎月マニラで実施。これまで介護技能評価試験に計391名、介護日本語評価試験に計358名が合格（４～７月試験の実績）。

○ 今後は以下の日程で実施予定。

マニラ：8/６～８,17～19,９/９～12,10/29～11/1 セブ：10/26・27,11/5～７ ダバオ：11/12～15

《フィリピン以外の国》

○ 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（平成30年12月25日「外国人の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」決定）の中で、国

際交流基金日本語基礎テストを実施することとされた9か国（ベトナム、フィリピン、カンボジア、中国、インドネシア、タイ、ミャンマー、ネパール、モ

ンゴル）のうち、国際交流基金日本語基礎テストの実施環境等が整った国から順次、試験の実施を検討。現時点では以下の日程で実施予定。

○ カンボジア（プノンペン）： 9/7～8、10/27～30、ネパール（カトマンズ）：10/27・28,11/5・６、ミャンマー（ヤンゴン）：10/30～11/1,11/4～7、

モンゴル（ウランバートル）：11/14～17

試験の実施状況

技能試験・日本語試験の概要
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１ 受入れ機関が外国人を受け入れるための基準
① 外国人と結ぶ雇用契約が適切（例：報酬額が日本人と同等以上）
② 機関自体が適切（例：５年以内に出入国・労働法令違反がない）
③ 外国人を支援する体制あり（例：外国人が理解できる言語で支援できる）
④ 外国人を支援する計画が適切（例：生活オリエンテーション等を含む）

２ 受入れ機関の義務
① 外国人と結んだ雇用契約を確実に履行（例：報酬を適切に支払う）
② 外国人への支援を適切に実施

→ 支援については，登録支援機関に委託も可。
全部委託すれば１③も満たす。

③ 出入国在留管理庁への各種届出
（注）①～③を怠ると外国人を受け入れられなくなるほか，出入国在留管理庁

から指導，改善命令等を受けることがある。

制度概要 ②受入れ機関と登録支援機関について

受入れ機関について

１ 登録を受けるための基準
① 機関自体が適切（例：５年以内に出入国・労働法令違反がない）
② 外国人を支援する体制あり（例：外国人が理解できる言語で支援できる）

２ 登録支援機関の義務
① 外国人への支援を適切に実施
② 出入国在留管理庁への各種届出

（注）①②を怠ると登録を取り消されることがある。

出入国在留管理庁

登録支援
機関

受入れ
機関

外国人

届出
登録
・

登録抹消

指
導
・助
言

指
導
・助
言

届
出

指
導
・助
言

立入検査
・

改善命令

雇
用
契
約

支援委託

届出

支援支援

登録支援機関について

Immigration Services Agency of Japan

出入国在留管理庁
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支援計画の概要② Immigration Services Agency of Japan

出入国在留管理庁

①事前ガイダンス
・雇用契約締結後，在留資格認定証明書交付申
請前又は在留資格変更許可申請前に，労働条
件・活動内容・入国手続・保証金徴収の有無等
について，対面・テレビ電話等で説明

②出入国する際の送迎
・入国時に空港等と事業所又は住居への送迎
・帰国時に空港の保安検査場までの送迎・同行

③住居確保・生活に必要な契約支援
・連帯保証人になる・社宅を提供する等
・銀行口座等の開設・携帯電話やライフライン
の契約等を案内・各手続の補助

④生活オリエンテーション
・円滑に社会生活を営めるよう日本
のルールやマナー，公共機関の利用
方法や連絡先，災害時の対応等の説
明

⑥日本語学習の機会の提供
・日本語教室等の入学案内，日本語
学習教材の情報提供等

⑦相談・苦情への対応
・職場や生活上の相談・苦
情等について，外国人が十
分に理解することができる言
語での対応，内容に応じた
必要な助言，指導等

⑧日本人との交流促進
・自治会等の地域住民との交流の場や，地域
のお祭りなどの行事の案内や，参加の補助等

⑨転職支援（人員整理等の場合）
・受入れ側の都合により雇用契約を解除する
場合の転職先を探す手伝いや，推薦状の作成
等に加え，求職活動を行うための有給休暇の
付与や必要な行政手続の情報の提供

⑩定期的な面談・行政機関への通報
・支援責任者等が外国人及びその上司等と定
期的（３か月に１回以上）に面談し，労働基準
法違反等があれば通報

⑤公的手続等への同行
・必要に応じ住居地・社会保
障・税などの手続の同行，書類
作成の補助
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制度概要③就労開始までの流れ

受入れ機関での就労開始

〔受入れ機関と雇用契約の締結〕
受入れ機関等が実施する事前ガイダンス等

健康診断の受診

日本国内に在留している外国人
（中長期在留者）

海外から来日する外国人

在外公館

査証発給

＜技能試験＞
・特定産業分野の業務区分に対応する試験
＜日本語試験＞
・国際交流基金日本語基礎テスト
（国際交流基金）

又は
・日本語能力試験（Ｎ４以上）
（国際交流基金・日本国際教育
支援協会）
など

試験（技能・日本語）
は免除

試験（技能・日本語）
に合格

在留資格変更許可申請

試験（技能・日本語）
は免除

国外試験
（技能・日本語）に合格

査証申請

入国

地方出入国在留管理局

在留資格認定証明書交付申請

在留資格認定証明書交付 在留資格変更許可

※受入れ機関の職員等による代理申請

※受入れ機関等から送付された在留資格認定証明
書を，在外公館へ提出

※本人申請が原則

〔外国人本人の要件〕
○１８歳以上であること

○技能試験及び日本語試験に合格していること（技
能実習２号を良好に修了した外国人は免除）
○特定技能１号で通算５年以上在留していないこと

○保証金を徴収されていないこと又は違約金を定め
る契約を締結していないこと

○自らが負担する費用がある場合，内容を十分に理
解していること
など

審査

受入れ機関に在留資格認定証明書を送付

審査

在留カードの交付

在留カードの交付
※後日交付の場合あり

審査

技能実習２号を
良好に修了した

外国人

新規入国予定
の外国人 留学生など

技能実習２号を
良好に修了した

外国人

求人募集に直接申し込む／民間の職業紹介事業者による求職のあっせん 求人募集に直接申し込む／ハローワーク・民間の職業紹介事業者による求職のあっせん

〔入国後（又は在留資格の変更後），遅滞な
く実施すること〕

○受入れ機関等が実施する生活オリエン
テーションの受講
○住居地の市区町村等で住民登録
○給与口座の開設
○住宅の確保
など

Immigration Services Agency of Japan

出入国在留管理庁
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介護福祉士国家資格の取得を目指す外国人留学生等の受入環境整備事業の創設
【地域医療介護総合確保基金のメニュー】

介護福祉士資格の取得を目指す留学生等（※）の外国人介護人材の受入介護施設等とのマッチング支援事業

【目的】
介護福祉士養成施設と養成施設の留

学希望者、また、介護施設等と特定技
能等による就労希望者とのマッチング
を適切に行うための経費を助成するこ
とにより、留学希望者や特定技能等に
よる就労希望者の円滑な受入支援体制
の構築を図る。

【事業内容】

① マッチング支援団体が、外国人介護
人材の送り出し国において留学希望
者や特定技能等就労希望者に関する
情報収集を行うとともに、マッチン
グ対象となる双方に必要な情報を提
供する

② 現地（海外）での合同説明会の開催
等のマッチング支援を行う など

経費助成
奨学金の
貸与・給付

留学・就労希望者等
※ベトナム、フィリピン、カ
ンボジア、中国、イン
ドネシア、タイ、ミャン
マー、ネパール、モン
ゴル 等

・現地教育機関訪問
・候補者リストの作成
・候補者との面談
・ビデオレターの作成 等

①養成施設、介護施設等
からの情報収集

・受入れの意向の有無
・受入実績
・求める人材の確認
・特色あるカリキュラムや行事等の紹介
・施設のアピールポイント等の紹介
・ビデオレターの作成 等

①’養成施設、介護施設等
からの情報の提供

②’現地教育機関等からの情
報の提供

【送出国】
都道府県

③現地合同説明会等の開催
留学生候補者や特定技能入国希望者と、受入れを希望する日本の介護福祉士養成施設、
介護施設等の間でマッチングを行うため、現地で合同説明会等を開催する。

委
託

③現地合同説明会等のコーディネート
介護施設等

介護福祉士
養成施設

【日本】

協議体の設置など、
地域の関係団体等と
連携しながらマッチン
グを実施

マッチング
支援団体

②現地教育機関等からの情
報の提供

（※）令和元年度から、「特定技能」で入国し、日本の介護施設等での就労を希望する外国人材を対象に追加
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「外国人介護人材受入環境整備事業」の創設

○ 新たな在留資格「特定技能」の創設等により、今後増加が見込まれる外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就
労・定着できるよう、以下のような取組を通じて、その受入環境の整備を推進する。
① 介護分野における特定技能１号外国人の送出しを行う外国において、介護の技能水準を評価するための試験等を実施
② 介護技能の向上のための研修等の実施に対する支援
③ 介護の日本語学習を自律的に行うための環境整備の推進に対する支援
④ 介護業務の悩み等に関する相談支援等を実施

【事業内容】

909,968千円【平成３１年度予算額（案）】 （目）生活困窮者就労準備支援事業費等補助金

【補助率】 定額補助

【実施主体】 試験実施機関、都道府県（間接補助先：集合研修実施施設等） 等

国

①介護技能評価試験等実施事業

・特定技能１号外国人の送出し国
において介護技能評価試験等を
実施

②外国人介護人材
受入支援事業

・地域の中核的な受入施設等に
おいて、介護技能向上のため
の集合研修等を実施

③介護の日本語学習支援等事業

・介護の日本語学習を支援する
ためのWEBコンテンツの開
発・運用等を実施

④外国人介護人材
相談支援事業

・介護業務の悩み等に関する
相談支援等を実施

試験実施機関
都道府県・指定都市・中核市

民間団体（公募により選定）
地域の中核的な受入施設等（選定）

外国人介護人材が安心して日本の介護現場で就労・定着できる環境を整備
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詳細は厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000147660.html）をご覧ください。

介護の日本語テキスト等の参考ツール

●内容例

【出典】日本介護福祉士会「介護の日本語」（平成30年８月）
平成30年度介護職種の技能実習生の日本語学習等支援事業により作成

●内容例

74

●「介護の日本語」テキスト以外にも厚生労働省ＨＰに多数掲載中



日本語学習Webコンテンツ
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介護現場で働く外国人のための相談窓口
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詳細は厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_000117702.html）をご覧ください。

外国人介護職員の雇用に関する介護事業者向けガイドブック

●内容例

【出典】三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「外国人介護人材の受入環境の整備に向けた調査研究事業報告書」（平成31年３月）
平成30年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分） 77



勤務日のうち週１日は学習日にあて、外部の日本語講師による講座をそこで開催している。また、国際厚生事業団の
教材に加え、『介護福祉士国試ナビ』をテキストとして利用し、施設オリジナルの解説書も作成して学習をサポート
している。またこの勉強会は、日本人職員とも合同の勉強会にも発展し、日本人職員にも相乗効果を及ぼした。結果、
法人内全体の資格取得率は80％以上となっている（2019年3月現在）。

学習支援

交流・特技披露
の機会

EPA候補者の支援は、施設長、現場担当、教育・生活支援担当、各所属フロアリーダーで役割を分担しチームで担っ
ている。このサポートメンバーは毎月集まり、前月の状況共有と翌月に向けた対応協議をおこない、連携の取れた支
援対体制を確立している。

定着サポート

利用者・職員参加のイベントでインドネシアからのEPA候補者が特技のバリ舞踊を披露したり、元SE経験を持つ
フィリピンからのEPA候補者が利用者ムービーを作成して家族会で流したり、外国人介護人材の強みを活かした機会
づくりが数々行われている。他に地域向けボランティアで活躍する方もおり、異文化交流の実現、利用者・家族・地
域の輪の広がりに大きく寄与している。日本人職員も刺激を受け、地域に向けた「こども食堂」の実施など、様々な
相乗効果が生まれている。

〔家族も含めたサポートをおこなった事例〕

Ｂさん（女性）は介護福祉士合格後も同施設で働いていたが、結婚に伴い離

職・帰国した。しかし夫婦で話し合い、再度日本での就労・育児を希望。2017

年に再来日し、同施設への復職を希望し、現在も働き続けている。

EPAの配偶者のアルバイト就労について、同施設では過去にも経験があったた

め、ビザ取得やアルバイト先探し、応募方法までサポート。また子どもの保育

園探しも支援して、円滑な生活と就労の再スタートが実現した。

2008-2012年／2017年-
就労中のＢさん

（女性）

出身国：インドネシア

定着・活躍のための工夫

42
【出典】日本能率協会総合研究所「外国人介護人材の円滑な受入れに向けた支援の在り方等に関する調査・研究事業報告書」

（平成31年３月）平成30年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分） 78


